
内閣府障害者基本計画本文案整理表 資料２

内閣府障害者基
本計画（本文案）
基本的な方向の
対応番号

内閣府障害者計画（本文案）基本的な方向 本文案の関係課 第六次千葉県障害者計画（素案）【取組みの方向性】
取組みとして記載しない場合の説明
欄

５－（４）－１

障害児がその家族を含め、全ての子どもや子育て家庭を
対象として、身近な地域において、子ども・子育て支援法
（平成24年法律第65号）に基づく給付その他の支援を可
能な限り講じるとともに、障害児が円滑に同法に基づく教
育・保育等を利用できるようにするために「優先利用」の
対象として周知するなど必要な支援を行う。

子育て支援課
（教）特別支援教育課

障害のある子どもが円滑に保育利用できるようにするため「子どもが障害を
有する場合」が「優先利用」の対象として保育利用の基準等の位置づけにつ
いて検討・運用されるよう、市町村に対し周知を図ります。

５－（４）－２

障害児を受け入れる保育所のバリアフリー化の促進、障
害児保育を担当する職員の確保や専門性向上を図るた
めの研修の実施等により、障害児の保育所での受入れ
を促進する。

子育て支援課
保育所、認定こども園、放課後児童クラブ等においても障害児保育に関する
研修の充実を図ります。

５－（４）－３

障害児の発達を支援する観点から、障害児及びその家
族に対して、乳幼児期から学校卒業後まで一貫した効果
的な支援を地域の身近な場所で提供する体制の構築を
図り、療育方法等に関する情報提供やカウンセリング等
の支援を行う。

障害福祉事業課
児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支援体制の構築を目指す
ため、平成32年度末までに、児童発達支援センターを各市町村または各圏域
に1カ所以上設置するよう、市町村に働きかけます。

５－（４）－４
発達障害の早期発見、早期支援の重要性に鑑み、発達
障害の診療・支援ができる医師の養成を図る。

障害福祉事業課
発達障害の早期発見、早期支援の重要性に鑑み、身近な地域において一定
水準の診療や対応が可能となるよう、かかりつけ医等の養成について検討し
ます。

５－（４）－５

児童福祉法（昭和22年法律第164号）に基づき、障害児
に対して指導訓練等の支援を行う児童発達支援等を提
供するとともに、障害者総合支援法に基づき、居宅介
護、短期入所、障害児を一時的に預かって見守る日中一
時支援等を提供し、障害児が身近な地域で必要な支援
を受けられる体制の充実を図る。また、障害児の発達段
階に応じて、保育所等訪問支援及び放課後等デイサー
ビス等の適切な支援を提供する。さらに、医療的ケアが
必要な障害児については、地域において包括的な支援
が受けられるように、保健・医療・福祉等の関係機関の連
携促進に努める。

障害福祉事業課

保護者や学校をはじめとする様々な関係者との連携や障害のある子どもの
健全な育成を図る役割が期待される放課後等デイサービスについては、軽度
の医療的ケアを必要とする障害のある子どもや発達支援を必要とする障害の
ある子どものニーズに的確に対応するため、障害のある子ども等に対する支
援の経験を有する者等の配置を求めるとともに、サービス提供や運営体制等
に関する事業所による自己評価及び保護者による評価の実施等により、事
業所の支援の質の向上を図ります。

保育所等訪問支援の実施により、障害のある子どもの地域社会への参加・包
容を推進するとともに、児童発達支援センターを中核とした重層的な地域支
援体制の構築を目指すため、平成32年度末までに、児童発達支援センターを
各市町村または各圏域に1カ所以上設置するよう、市町村に働きかけます。

医療的ケアが必要な障害のある子どもが適切な支援を受けられるように、平
成30年度末までに、県では千葉県障害児等支援在宅医療・訪問看護研究会
を活用する等、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等の連携を
図るための協議の場を設置します。また、同様の協議の場が設置されるよ
う、市町村に働きかけるとともに、圏域での設置を推進します。
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５－（４）－６

障害児について情報提供や相談支援等によりその家庭
や家族を支援するとともに、在宅で生活する重症心身障
害児（者）について、短期入所や居宅介護、児童発達支
援等、在宅支援の充実を図る。

障害福祉事業課

障害のある子どもが、できる限り自宅や住み慣れた地域で生活し、また、家
族のレスパイトや緊急時に対応できるよう、短期入所事業所を拡充し、在宅
支援の環境整備に努めます。

ホームヘルプ、訪問看護など、在宅生活を支える訪問系サービスの充実が図
られるように、また、比較的軽度な障害の子どもでもニーズに沿ったサービス
が受けられるよう、市町村に働きかけます。

重症心身障害の状態にある子どもが身近な地域で支援を受けられるように、
主に重症心身障害の状態にある子どもを支援する児童発達支援事業所及び
放課後等デイサービス事業所を各市町村または各圏域に１カ所以上確保す
るよう、市町村に働きかけます。

５－（４）－７

児童発達支援センター及び障害児入所施設について、
障害の重度化・重複化や多様化を踏まえ、その専門的機
能の強化を図るとともに、これらの機関を地域における
中核的支援施設と位置付け、地域や障害児の多様な
ニーズに対応する療育機関としての役割を担うため、必
要な体制整備を図る。

障害福祉事業課

障害のある人や障害のある子どもを受け入れる通所・入所施設の有する機
能を活用し、在宅の障害のある子どもや障害の可能性のある子どもを支援す
るとともに、保育所、幼稚園等の職員に対し、療育に関する技術指導を行うた
め、障害児等療育支援事業を推進します。

９－（１）－１

障害の有無にかかわらず、可能な限り共に教育を受けら
れるような条件整備に努めるとともに、自立と社会参加を
見据えて、個々の児童生徒の教育的ニーズに応じた教
育が提供されるよう、小・中学校における通常の学級、通
級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった連
続性のある多様な学びの場の整備を推進する。

（教）特別支援教育課

障害のある子どもが、その能力や可能性を最大限に伸ばし、自立し社会参加
するとともに、地域社会の中で積極的に活動し、その一員として豊かに生きる
ことができるよう、通常の学級、「通級による指導」、特別支援学級、特別支援
学校など連続性のある「多様な学びの場」の整備と、一人一人の子どもがそ
の力を発揮できる取組の充実を図ります。

９－（１）－２

平成29年3月の義務標準法の改正により、小・中学校に
おける通級指導担当教員に係る定数が基礎定数化され
たことや、高等学校においても通級による指導が行える
ようになったことを踏まえ、通級による指導がより一層普
及するよう努める。

（教）特別支援教育課

障害のある子どもが、その能力や可能性を最大限に伸ばし、自立し社会参加
するとともに、地域社会の中で積極的に活動し、その一員として豊かに生きる
ことができるよう、通常の学級、「通級による指導」、特別支援学級、特別支援
学校など連続性のある「多様な学びの場」の整備と、一人一人の子どもがそ
の力を発揮できる取組の充実を図ります。また、特別支援学校による「通級に
よる指導」の機能の拡大を図り、一人一人の教育的ニーズに応じた支援が地
域で受けられるように努めます。

９－（１）－３

障害のある児童生徒の就学先決定に当たっては、本人・
保護者に対する十分な情報提供の下、本人・保護者の
意見を最大限尊重しつつ、本人・保護者と市町村教育委
員会、学校等が、教育的ニーズと必要な支援について合
意形成を行うことを原則とすること、また、発達の程度や
適応の状況等に応じて、柔軟に「学びの場」を変更できる
ことについて、引き続き、関係者への周知を行う。

（教）特別支援教育課

幼稚園等において、支援が必要な就学前の幼児に対する「個別の教育支援
計画」や「個別の指導計画」の作成に関し、特別支援学校が協力を行うなど適
切な就学の支援を行います。また、関係機関のネットワークを活用しながら、
きめ細かな就学相談、就学事務に努めます。
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９－（１）－４

障害のある児童生徒に対する合理的配慮については、
児童生徒一人一人の障害の状態や教育的ニーズ等に応
じて設置者・学校と本人・保護者間で可能な限り合意形
成を図った上で決定し、提供されることが望ましいことを
引き続き周知する。

（教）特別支援教育課
一人一人の障害特性と教育的ニーズに応じて決定される合理的配慮と、その
合理的配慮を実現していくための基礎となる教育環境の充実を図ります。

９－（１）－５

校長のリーダーシップの下、特別支援教育コーディネー
ターを中心とした校内支援体制を構築するとともに、ス
クールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、看護
師、ＳＴ（言語聴覚士）、ＯＴ（作業療法士）、ＰＴ（理学療法
士）等の専門家及び特別支援教育支援員の活用を図る
ことで、学校が組織として、障害のある児童生徒の多様
なニーズに応じた支援を提供できるよう促す。

（教）特別支援教育課

特別支援アドバイザーや特別支援教育支援員の配置による小・中学校や高
等学校等への支援の充実を図るとともに、特別支援学校に専門性の高い外
部人材を配置し、地域内の小・中学校等に対するセンター的機能の充実に取
り組みます。

障害福祉事業課

障害の早期発見や早期支援につなげるために重要である乳幼児健診の精度
の向上や、継続支援の充実及びライフステージを通じて一貫した支援が受け
られるように、保護者の了解を得た上で関係機関が健診結果等の情報を共
有し活用することや、ライフサポートファイルの導入や一層の活用について、
市町村に働きかけるとともに、事業の実施状況や効果についても検証を行っ
ていきます。

（教）特別支援教育課

幼稚園等において、支援が必要な就学前の幼児に対する「個別の教育支援
計画」や「個別の指導計画」の作成に関し、特別支援学校が協力を行うなど適
切な就学の支援を行います。また、関係機関のネットワークを活用しながら、
きめ細かな就学相談、就学事務に努めます。

９－（１）－７

障害者が就学前から卒業後まで切れ目ない指導・支援
を受けられるよう、子どもの成長記録や指導内容等に関
する情報を、情報の取扱いに留意しながら、必要に応じ
て関係機関間で共有・活用するとともに、保護者の参画
を得つつ、医療、保健、福祉、労働等との連携の下、個
別の教育支援計画の策定・活用を促進する。

（教）特別支援教育課
障害のある子どもへの一貫した教育相談と支援体制を充実させるため、関係
者・関係機関の円滑な連携を確かなものとするネットワークの構築を図るとと
もに、その活用と支援体制の充実に努めます。

９－（１）－８
障害のある児童生徒の後期中等教育への就学を促進す
るため、個別のニーズに応じた入学試験における配慮の
充実を図る。

（教）指導課
障害のある生徒の県立高等学校の入学者選抜に当たっては、障害があるこ
とにより、不利益な取扱いをすることのないよう十分に留意します。

９－（１）－９
福祉、労働等との連携の下、障害のある児童生徒のキャ
リア教育や就労支援の充実を図る。

障害福祉事業課
（教）特別支援教育課

高等学校や特別支援学校の卒業後の進路について、適切なアセスメントに基
づく個別の移行支援計画の作成と活用を図り、学校とハローワーク、就労支
援施設、相談支援事業所などの就労関係機関との連携を強化します。

発達障害などを早期に発見し適切な支援につなげるた
め、医療、保健、福祉等との連携の下、就学児健診の結
果等を踏まえ、早期からの教育相談・支援体制の充実を
図る。

９－（１）－６
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９－（２）－１

特別支援学校教員の特別支援学校教諭等免許状保有
率の向上など、特別支援教育に関する教職員の専門性
の向上に努めるとともに、全ての教員を対象とした特別
支援教育に対する理解を深める取組を推進する。

（教）特別支援教育課

「多様な学びの場」を実現していくために、全ての教員に特別支援教育に関す
る基礎的な知識・技能の向上が求められるとともに、特別支援学校では特別
支援教育のセンター的機能を発揮するための教員の専門性が必要なことか
ら、特別支援学校教諭免許状の取得や、特別支援教育に関する研修の充実
を図ります。

９－（２）－２
特別支援学校の地域における特別支援教育のセンター
としての機能充実と相まって、通常の学校における特別
支援教育の体制整備の促進に努める。

（教）特別支援教育課

特別支援アドバイザーや特別支援教育支援員の配置による小・中学校や高
等学校等への支援の充実を図るとともに、特別支援学校に専門性の高い外
部人材を配置し、地域内の小・中学校等に対するセンター的機能の充実に取
り組みます。

９－（２）－３
情報通信技術（ＩＣＴ）の発展等も踏まえつつ、障害のある
児童生徒一人一人の教育的ニーズに応じた教科書をは
じめとする教材や支援機器の活用を促進する。

（教）特別支援教育課

障害のある児童生徒の情報活用能力を育成するため、教育用コンピュータの
整備・更新を進めます。また、学習効果を高める観点からＩＣＴを活用した遠隔
教育について、指導方法の開発や教育効果等の調査研究を実施し、障害の
特性に応じた指導の充実やＩＣＴを活用した教育の普及促進を図ります。

（教）財務施設課
（教）県立学校改革推
進課
（教）特別支援教育課

過密の状況、児童生徒数の動向などを踏まえ、「第２次県立特別支援学校整
備計画」等により、計画的に整備を進めていきます。

（教）財務施設課

８　様々な視点から取り組むべき事項
（５）住まいとまちづくりに関する支援
　県立高等学校のバリアフリー化を推進するためエレベーター、多機能型トイ
レの整備を進めます。また、疾病や障害等により体温調整が困難な児童生徒
のために、特別支援学校の工芸室などの作業実習室に空調設備を整備しま
す。

１０－（１）－１

特別支援学校において、一流の文化芸術活動団体によ
る実演芸術の公演や、芸術家を派遣し、特別支援学校
の子供たちに対し質の高い文化芸術の鑑賞・体験等の
機会を提供するとともに、小・中学校等の子供たちに、障
害のある芸術家等を派遣し、文化芸術活動の機会の充
実を図る。

県民生活・文化課
（教）特別支援教育課

８　様々な視点から取り組むべき事項
（４）スポーツと文化活動に対する支援
　県内の特別支援学校において、児童・生徒等の情操の涵養と芸術活動へ
の参加の機運の醸成のため、プロのオーケストラを各校に派遣し、巡回公演
を開催します。

学校施設のバリアフリー化や特別支援学校の教室不足
解消に向けた取組等を推進する。

９－（２）－４
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